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1 ．はじめに
EC/EU（93年からEU）は，1980年代から90年代に
かけて過剰農産物に対して抑制的な農産物市場・価格
政策を展開した．1992年の共通農政改革は，93年から
穀物の介入価格の段階的引下げとそれに対する価格補
償金，本格的な休耕措置とそれに対する補償金等の措
置を施した． 
1980年代から90年代前半にかけて，ドイツの農業経
営は条件不利地域補償金（以下，条件不利補償金と呼
ぶ場合もある）等，各種補助金を支給された．条件不
利補償金は州によって異なるし，また農業環境政策と
それによる補助金も州によって異なる．したがって，
ドイツの主要な州別に農業の経済状態を分析する必要
がある． 
我が国では，これまで簿記記帳結果に基づいた州レ
ベルの農業の経済状態に関する長期的分析は手薄で
あった．1980年代，90年代のバイエルン（Bayern）
州（以下，BY州と略記する場合もある）や1980年代
～2000年代のバーデン・ ヴュルテンベルク（Baden-
Württemberg）州（以下，BW州と略記する場合もあ
る）の農業の経済状態については，葛生が簿記記帳結
果に基づいて分析してきた（葛生 2000, 2002, 2005, 
2006, 2016）．
本稿は，1980年代，90年代前半のニーダーザクセン
州農業の経済状態を簿記記帳結果に基づいて分析す
る．我が国では，この時期の同州農業に関するモノグ
ラフは見当たらない．ドイツでは，この時期のニーダー
ザクセン州農業に関するモノグラフとしては，70年代
も含め80年代前半までの個別経営投資助成措置の研究
（Heil 1988）や1986～88年の緑の休閑プログラムの研
究（Wilstacke und Plankl 1988, 1989）が，それぞれ
の措置やプログラムの助成内容と実績等について明ら
かにしているが，同州農業経済の簿記記帳結果に基づ
いた分析は課題として残されている．本稿は，そうし
た課題に取り組むものである． 
1995年時点では，ニーダーザクセン（Niedersachsen）
州（以下，NI州と略記する場合もある）の農用地面
積はBY州に次いで大きい．また，NI州の条件不利地
域面積もBY州に次いで大きい．NI州の条件不利地域
が農用地に占める割合は，57％である（MB 1996: 
128）．NI州の特徴の 1 つは，BY州やBW州が条件不
利地域の中でもより過酷な条件の山岳地域を抱えてい
るのに対し，山岳地域を抱えていないことである．
NI州の農業経済の簿記記帳結果に基づいた分析に
よって，山岳地域を抱えていない，平坦な地域の農業
経営の経済状態を知ることができる．その意味で，
【論　文】
1980年代，90年代前半のニーダーザクセン州農業の状況
葛 生 政 則 1）＊
1 ）東北大学高度教養教育・学生支援機構
＊）連絡先：〒980－8576　仙台市青葉区川内41　東北大学高度教養教育・学生支援機構　kuzuu@high-edu.tohoku.ac.jp
EC/EU の過剰農産物に対する抑制的な農産物市場・価格政策や，92年共通農政改革による農産物価格支持水準の
引下げ等の下で，ニーダーザクセン州の農業生産額は停滞もしくは減少した．同州政府は，条件不利地域補償金の
所得支持機能を弱めた．他方，厩肥，鶏糞の投下規制や厩肥令，休耕・粗放化政策によって環境負荷の少ない農業
への転換を促進した．1980年代，90年代前半の専業，主業経営の経済状態ははかばかしくなかった．標準経営所得
や農用地の小，中規模層では，経営の利益は自家労賃さえ確保できず，他産業との所得格差は歴然としていた．経
済状態が比較的良好であった標準経営所得が大規模な専業経営や，50–100haの主業経営の利益／経営が持っていた
工業労賃に対する優位性は，90年代半ばにかけてなくなった．100ha以上の主業経営でも，常に企業者利益を確保で
きたわけではなく，さほど良好な経済状態ではなかった．
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NI州の農業経済の分析は重要であるといえよう．
以下では，まず，1980年代，90年代前半のEC/EU
共通農政の下でのニーダーザクセン州の農業生産額の
動向や条件不利補償金，農業環境政策の特徴を考察す
る．さらに，この時期の同州の農業経営（専業，主業
経営）の経済状態について分析する1）．
2 ．EC/EU共通農政下のニーダーザクセン州
農業
2．1　EC/EU共通農政の基調とニーダーザクセン
州農業
EC/EUは，1979年のECU（欧州通貨単位）導入時
から95年 1 月末までに何度かにわたって共通農政で用
いられたDM（ドイツマルク）の換算レートを切上げ
た．同期間の緑のDM（共通農政で用いられたDM）
の切上げは，ECUで表示される介入価格等の農産物
市場規制価格が不変と仮定した場合，DM表示農産物
市場規制価格を16.3％引下げるように作用した．EC/
EUの農業通貨政策（農業分野の通貨政策）は，ドイ
ツ農業にとって不利であった．
1985年初頭の緑のDM切上げによるドイツの農業所
得の減少に対しては，付加価値税（ないし売上税）を
通した所得補償と，89年からの社会構造的所得補償が
支給され，92年には社会構造的所得補償の追加がなさ
れた（葛生 2000: 1-2, 2005: 307-8）．
EC/EUの1980年代，90年代前半における農産物市
場・価格政策は，過剰農産物に対して抑制的であった．
過剰な農産物市場への介入を制限し，市場規制価格の
引上げの抑制，凍結，引下げを行った．例えば穀物部
門では，EC/EUは80年代には市場介入を制限しただ
けでなく，介入価格も引下げた．92年共通農政改革は，
それまでの穀物介入価格の引下げに続いて，さらに
93/94年度から段階的に介入価格を引下げ，それに対
する価格補償金支給を休耕義務と結合させた．
EC/EUは，牛乳部門では84年に保証量制度（割当
制度）を導入し，生乳の価格保証量を制限した．同時に，
生乳出荷量が保証量を上回った場合の追加賦課金制度
も導入した．生乳生産者へ割当てられた生乳参照量は，
83年以前よりも少なくされた．さらに，生乳参照量は
84年以降何度か削減された（葛生 2000: 2-3, 2005: 308, 
AB 1981～96, およびMB versch.  Jgg., STJELF ver-
sch. Jgg.より作成したデータによる）．
このようなEC/EUのドイツ農業に不利な農業通貨
政策と過剰農産物に対して抑制的な農産市場・価格政
策によって，ニーダーザクセン州の農業生産額は伸び
悩んだ．同州の農業生産額（付加価値税を除く）は，
1980年代には停滞的であった．小麦生産額は，かなり
多かった1988年を除けば80年代には停滞的であった．
甜菜生産額も同年代には停滞的であった．作物全体の
生産額も，88，89年を除いて停滞的に推移した．
90年以降に関しては，付加価値税を含む農業生産額
しか利用できないが，それは90年代前半には減少した．
89年（付加価値税を含むデータ）から94年にかけて同
州の小麦，甜菜，生乳，牛（子牛を含む），豚の生産
額はいずれも減少した2）． 
総じて，NI州の農業生産額は，全体としてみると
1980年代には停滞的に推移し，90年代前半には減少し
た．
2．2　条件不利地域補償金
次に，条件不利地域補償金について考察しよう．
1980年代，90年代前半にNI州の条件不利地域の農業
経営に支給された条件不利補償金は，EC理事会が
1975年に発した山岳地域と条件不利地域に関する指令
（RL 75/268/EWG，以下，75年山岳地域指令）に基づ
くものであった．条件不利補償金等の農業構造政策で
は，EC/EUが助成の大枠を定め，ドイツの連邦・州
政府が「農業構造・護岸改善」共同課題大綱計画（以
下，農業構造改善大綱計画とよぶ場合もある）である
程度具体的な枠組みを定めた．さらに州政府が具体的
な助成条件等を決めて農業構造政策を実施してきた．
ECの75年山岳地域指令では，個別経営の投資助成
における優遇条件を含む条件不利地域対策の目的は，
農業就業の継続，最低限の人口密度の維持，景観維持，
農業所得の改善であった．75年山岳地域指令では，条
件不利補償金の目的は，恒常的な自然的不利の補償で
あった．ドイツの農業構造改善大綱計画の規定と解説
では，条件不利補償金の目的は，農業就業の保証と恒
常的な自然的，経済的不利の補償であった．
NI州の90年条件不利補償金指令では，補償金の目
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的は，①立地適合的農業構造の創出，保証，②農業就
業の継続を通じて，最低限の人口密度の維持，景観と
その観光用途の維持のために必要な貢献を生み出すこ
とであった．これは条件不利補償金の広義の目的とい
えよう．他方，同指令は助成対象として，農業就業の
保証と恒常的な自然的，経済的不利の補償のために条
件不利地域の農業企業を補償金によって助成すること
を規定している．農業就業の保証と恒常的な自然的，
経済的不利の補償は，条件不利補償金の狭義の目的と
いえる（Rat EG 1975, RGVAK versch. Jgg., NMELF 
1990a: 552-3）．
NI州の条件不利補償金の支給対象ないし算定基礎
は，一定種類の家畜や一定種類の作物の作付地であっ
た．条件不利補償金の支給対象家畜の場合，主飼料作
付地1ha当たり最高 1 GV（大家畜単位）まで補償金
が支給された．補償金は，原則として条件不利地域の
3ha以上の経営に支給された．90年には，同州の条件
不利補償金は1GVないし一定種類の作物作付地 1 ha
当たり55～240DMであった（NMELF 1990a: 553）．
最高支給限度額／経営は，1985～88年には原則12千
DMであったが，NI州農業省は89年には8千DMへ減
額し，91年にはさらに6千DMへ減額した（BMELF 
1985,  AZLBL  versch.  Jgg.,  AZLL  versch.  Jgg., 
NMELF 1991: 358）．NI州政府は，条件不利補償金の
所得支持機能を弱めた．
農用地が大規模な経営ほど経営当たり家畜数が多
く，また条件不利補償金の支給対象作物作付面積も大
きいから，おおよその傾向として，経営当たり条件不
利補償金は，最高支給限度の枠内で農用地が大規模な
経営の方が小規模な経営よりも多かったといってよい．
条件不利補償金は受給経営平均では1986～94年には
2.3～3.4千DMであり，さほど多くない（MB versch. 
Jgg.）．しかし，農用地が大規模な経営ほど補償金は
多かった．非条件不利地域も含む資料だが，94/95年
度の簿記記帳結果によれば，条件不利地域の経営が多
い飼料作経営（経営の標準粗利益に占める牛，羊等か
らの粗利益の割合が50％以上の経営）では，農用地が
大規模な主業経営ほど条件不利補償金／経営は大き
く，また補償金が利益に占める割合も大きかった．と
はいえ，NI州（ブレーメン（Bremen）州（以下，
HB州と略記）を含む）の大規模飼料作経営の条件不
利補償金／経営は，山岳地域を抱えたBY州やBW州
に比べ少額であり，また，利益／経営に対する割合も
比較的小さかった3）． 
NI州政府は，1989年から条件不利補償金の最高支
給限度額を相次いで引き下げ，条件不利補償金の所得
支持機能を弱めた．これは，それによって農民層分解
を促進し，少数大規模小農の一層の規模拡大を促進す
るための措置であったといえよう．
2．3　農業環境政策
1980年代，90年代前半には，NI州政府も他の州政
府と同様に農業による環境負荷を少なくする農業環境
政策を行うようになった．以下では，この時期のNI
州の主要な農業環境政策の特徴をみた上で，いくつか
の指標を手掛かりにこの時期の同州の農業環境政策を
評価しよう．農業による環境負荷の中で大問題であっ
た窒素汚染について考える際には，自給肥料も含む窒
素の投入超過量／ ha LF（農用地）をみる．
NI州政府は，1983年から厩肥と鶏糞の過剰投下を
規制した．規制の内容は，①農用地（ないし農地）へ
の厩肥と鶏糞の投下を年間 3 肥料単位／ ha（ 1 肥料
単位は窒素80kg，燐酸70kg）までとする，②厩肥と
鶏糞の農地への散布期間を制限する（10月末から翌年
2 月末まで散布禁止）というものであった（AEPI 
Hg. 1983: 3-4）．
さらに，NI州政府は1990年に厩肥令を発布し，規
制を強化した．厩肥令は，農林業地（園芸地を含む）
への厩肥や鶏糞の散布を年間2.5肥料単位（ 1 肥料単
位は窒素80Kg）／ haとして規制を強化し，92年末日
まで 3 肥料単位／ haを認めた．また，同令は厩肥と
鶏糞の散布期間を 2 月 1 日～10月15日に制限した
（Nidersächsisches Landesministerium 1990: 9-10）．
他方で，NI州政府は休耕政策や粗放化政策も行った．
これらの措置は，穀物，牛肉等の過剰農産物を減少さ
せる市場負担軽減を優先的目的としていた（AB 1996: 
138）．しかし，これらの措置は農地への肥料（家畜糞尿
の自給肥料も含む）や農薬の投入を減少させるから，農
業環境政策としての意義も有した．NI州政府は1986～
88年に緑の休閑プログラムとして休耕政策を試験的に
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実施した（Wilstacke und Plankl 1988, 1989）．さらに，
ドイツの連邦・州政府は，1988年のECの規則VO （EWG） 
Nr. 1094/88に基づいて，1988～93年の「農業構造・護
岸改善」共同課題特別大綱計画を作成し，休耕や粗放
化を助成した（Rat EG 1988, Bundesregierung 1990）．
NI州は，BY州やBW州と並んで，1988～93年の休
耕政策や粗放化プログラムに比較的多くの財政資金を
投入し，これらの措置に力を入れた（VABD Jg. 1989-
1990: 86-7, 145, Jg. 1991-1993: 44, 102-4）．1988～93年の
休耕・粗放化政策の中心は，休耕では助成経営に基準
期間の耕地の20％以上を 5 年間休耕させ，粗放化では
助成経営に基準期間の年間生産の20％以上を 5 年間削
減させるものであった．助成経営はこれらの措置に対
して補助金を受給した．例えば粗放化政策では，削減
された作物に対する補助金は25DM ／100kg，最高
425DM ／ haで あ っ た（Bundesregierung 1990: 8-15, 
NMELF 1990b: 956-7）．
休耕政策は，92年共通農政改革によって93年以降大
規模になった．作物の市場負担軽減の目的は休耕，特
に市況に応じた休耕が主として担うようになった（AB 
1996: 138）．92年共通農政改革は，小生産者の経営以
外の農業経営に価格補償金受給の際に休耕を義務付け
たから，休耕面積は93年から拡大した．
粗放化政策では，連邦・州政府は88～93年の粗放化
プログラムの後継プログラムとして，94年から市場・
立地適応的土地管理プログラムを始めた．これは，
ECの92年農業環境規則に基づく州の農業環境プログ
ラムの基本プラグラムであった（RGVAK Jg. 1994-
1997: 125-6）．NI州政府は，ECの92年農業環境規則に
基づく農業環境プログラム（基本プログラム）のEU
委員会による認可が95年に伸びたため，95年に農業環
境プログラム（基本プログラム）の指令を発した．し
かし，実際には94年に州の農業環境プログラム（基本
プログラム）を実施した（AB 1995: 118, 1996: 138-40, 
STFLNS Stand: 11.1993, Nr. 1.3.1, Stand: 05.1996, Nr. 
1.3.1）．
NI州の休耕・粗放化政策の実績をみよう．同州の
休耕面積は拡大し，耕地に占める割合も大きくなっ
た4）．休耕面積の拡大は自給肥料も含む肥料や農薬の
投下を減少させるから，休耕政策が農業による環境負
荷を軽減させたことは間違いない．
粗放化政策の1989/90～94/95年度の実績は，牛と羊
の削減が18,933GV（1988年における牛と羊のGVの
0.9％），化成肥料等の化学合成生産手段使用を経営全
体でやめている経営の耕地（永年作物作付地を含む）
が15.0千ha（95年の耕地の0.8％）であった．NI州の
93年までの粗放化助成経営数はわからないが，今みた
実績から判断してそれほど多くなかったとみてよい．
94年の新規助成予定経営数（件数）は1,750であり，
それほど多くなかった（MB 1996: 138, AZA Jg. 1988: 
193, Jg. 1995: 92, RGVAK Jg. 1994-1997: 148）．
94年（ないし94/95年度）までの粗放化政策の実績は，
さほど多くなかった．94年の新規助成予定経営数（件
数）も，それほど多くなかった．しかし，粗放化政策
の助成経営の多くが有機農業経営であった点を考慮し
なければならない（VABD Jg. 1994-1996: 44）．有機
農業経営はかなり環境負荷を少なくするから，粗放化
政策が家畜の削減や化学合成生産手段の不使用によっ
て家畜の厩肥や化成肥料，農薬等の投入を削減し，環
境負荷の低減にある程度寄与したことは間違いない．
次に，自給肥料も含む窒素の投入超過量／ ha LF
をみよう．NI州の窒素投入超過量／ ha LFを長期的
に み る と，1950～80年 に3.6倍 に 増 加 し， そ の 後
1985，90年には80年より減少し，さらに95年にかけて
減少した5）． 
1980年代，90年代前半には，NI州の農業環境政策
は農業への窒素投入による環境負荷を減少させた．こ
の時期には，ニーダーザクセン州では環境負荷の少な
い農業への転換が始まったのである．
3 ．ニーダーザクセン州農業の経済状態
3．1　農工間の価格関係
以下では，NI州も含む旧連邦地域（旧西ドイツ地域）
の農工間の価格関係，すなわち農産物価格（生産者価
格）と農業経営手段価格の関係をみる．まず，付加価
値税（売上税）を含まない農工間の価格関係からみる．
これは，付加価値税を通常課税される農業経営（軽減
税率課税を含む）の農産物と，主として工業から供給
される農業経営手段の間の価格関係をみるものであ
る．付加価値税を通常課税される農業経営は，それほ
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ど多くない．
1980，85年を基準年とした農産物価格指数（総合）
と農業経営手段価格指数（総合）の間には，1979/80
～84/85年度，85/86～95/94年度には概ね農業に不利
なシェーレが形成されていた．さらに，これらの基準
年次の価格指数を接続した，1980年を基準年とした価
格指数によって79/80～94/95年度の農工間の価格関係
をみても，農業に不利なシェーレが形成されていた．
特に86/87～94/95年度には，89/90年度を例外として，
農産物価格指数（総合）は79/80年度より明らかに低
かった．
さらに，付加価値税の一括課税を受ける農業経営と
工業の間の価格関係をみるため，付加価値税込農産物
価格指数（総合，一括課税の付加価値税込み）と，通
常課税の工業品が多い農業経営手段価格指数（総合，
付加価値税込み）を比較しても，1979/80～94/95年度
には，農業に不利なシェーレが形成されていた．付加
価値税抜きの農工間の価格指数と同様の傾向であっ
た． しかも，NI州の農業労賃は1979年 2 月～94年 7
月に71％上昇した6）． 
3．2　主要作目の収益状態
続いて，ニーダーザクセン州農業の主要作目につい
て，1979/80～94/95年度の生産者価格（以下，価格），
産出額，変動費，標準粗利益（標準的に獲得できる粗
利益（産出額－変動費））等の動きをみよう．同州の
農業生産額（1994年）に占める割合は，生乳（23％），
豚（20％），牛（13％）が大きかった．牛部門では，
乳用牛と若齢雄牛肥育牛（月齢19.2か月）をみる．養
豚部門では肥育豚についてみる．作物の生産額はそれ
ほど多くないが，穀物（ 6 ％）を代表するものとして
小麦（ 3 ％）についてもみよう．さらに甜菜（ 5 ％）
についてもみる（NLZ Jg. 1997: 14）．以下では，1979
～95年における主要作目（ないし作目に関する部門）
の郡別産出等級（ha当たり生産量や頭当たり搾乳量
等で 5 段階に区分され，等級 5 が最も生産量等が多い）
のデータから，郡数が多かった産出等級を調べ，その
等級に関して作目の収益状態をみた．
まず，乳用牛（産出等級 5 ，頭当たり）では，乳価
が79/80年度から89/90年度まで上昇したため，産出額
は変動費の伸びを上回って増加し，標準粗利益もこの
期間増加した．しかし，その後94/95年度まで乳価が
下落し，産出額，標準粗利益は減少した．
若齢雄牛肥育牛（産出等級 2 ，頭当たり）では，価
格と産出額は83/84年度まで上昇ないし増加した後，
低下ないし減少した．変動費は83/84年度まで産出額
より急速に増加した後減少したが，産出額の減少より
も緩慢であった．そのため，標準粗利益は82/83年度
から減少し，85/86～94/95年度には79/80年度の 6 ～
8 割でしかなかった．若齢雄牛肥育牛の産出額は雄牛
奨励金を含んでいるが，それでも標準粗利益は少な
かった．
肥育豚（産出等級 2 ，頭当たり）では，価格は79/80
～81/82年度に上昇した後，94/95年度にかけて下落し
た．産出額もほぼ同様に減少した．変動費は80年代初
頭には増加し，その後減少した．そのため，標準粗利
益は，79/80～94/95年度には大まかにいえば停滞的で
あった．
小麦に関しては，NI州政府は92年共通農政改革の
穀物等の価格補償金を10（当初 9 ）の生産地域に分け
たので，冬穀物について各生産地域の郡別産出等級を
調べ，そのうち生産地域 2 について秋播き小麦（産出
等級 5 ，ha当たり）の収益状態を調べた．生産地域
2 では，79/80～94/95年度に価格は 4 割低下した．こ
の間単収は増加した．産出額は84/85年度まで増加し
たが，その後価格補償金込みでも16％減少した．変動
費は84/85年度まで増加した後，それほど減少しなかっ
た．標準粗利益は，84/85年度にかけて 2 割増加したが，
その後94/95年度にかけて価格補償金込みでも 2 割近
く減少した．
甜菜では，産出等級 1 ～ 3 の郡数が時期によって変
わっているが，91～95年に郡数が最も多かった産出等
級 2 をみよう．甜菜価格は83/84年度まで上昇したが，
その後下落した．産出額，変動費ともに82/83年度ま
で増加した後減少し，94/95年度の産出額は79/80年度
と同程度であった．他方，変動費はそれほど減少しな
かったため，標準粗利益は82/83年度まで3割増加した
後減少し，94/95年度には79/80年度より1割低い水準
であった7）．
NI州の主要作目の標準粗利益は，概して80年代の
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ある時期まで増加し，その後94/95年度にかけて減少
するか，またはこの時期を通して停滞的に推移した．
3．3　農業経営の経済状態
次に，NI州の農業経営の経済状態をみよう．表 1
～ 3 は，紙幅の都合上，同州の農業生産の主要な担い
手である専業，主業経営の何年度かの基本的指標を示
したものである．これによって，専業，主業経営の大
よその経済状態はわかるであろう．以下では，同表で
示していない年度や指標も含め，79/80～94/95年度の
専業，主業経営の経済状態について考察する8）． 
専業，主業経営ともに，多くの層において経営の労
働力の大部分は自家労働力であった．これは，NI州
の専業，主業経営の大部分が小農経営であったことを
示している（表 1 ～ 3 参照）．農用地規模別のⅤ層では，
雇用労働力／経営は急速に減少しながらも，1990年代
初頭まで1AK（労働力単位）以上であった9）．94/95
年度にかけて雇用労働力／経営は1AKを下回るよう
になり，この層の経営の多くが小農になったことを物
語っている．別の統計では，この層の経営は，79年に
は大部分中農であったが，95年には 6 割が小農になっ
た10）． 
STBE（標準経営所得，標準的に獲得できる経営所
得で，経営所得＝経営収益－経営費（地代・利子受払
を捨象））規模別に専業経営をみよう（表 1 ，4 参照）．
農用地1ha当たり，経営当たり，FAK（自家労働力単
表 1　ニーダーザクセン州の標準経営所得規模別専業経営の指標
標準経営
所得規模
　　　　　　経済年度
標準経
営所得
千DM/
経営
農用地
ha/
経営
労働力
AK/
経営
自家
労働力
FAK/
経営
雇用
労働力
AK/
経営
利益/
ha LF
DM
利益/
経営
DM
利益/
FAK
DM
FAKの
利益/
時間
DM
稼得
所得/
世帯
DM
A. 30千DM未満
1979/80 17.5 14.53 1.00 0.95 0.05 831 12,073 12,702 5.34 12,091
85/86 17.1 16.76 1.02 1.00 0.02 686 11,498 11,451 4.81 11,590
B. 30–50千DM
1979/80 39.0 27.90 1.46 1.36 0.10 986 27,521 20,241 8.50 27,539
85/86 36.9 27.57 1.39 1.28 0.11 972 26,797 20,921 8.79 27,191
C. 50千DM以上
1979/80 88.0 52.47 2.12 1.53 0.59 975 51,178 33,510 14.08 51,239
85/86 84.2 52.39 2.01 1.49 0.52 1,142 59,858 40,168 16.88 60,873
D. 専業平均
1979/80 51.2 33.23 1.57 1.30 0.27 959 31,870 24,538 10.31 31,904
85/86 53.1 35.99 1.57 1.30 0.27 1,049 37,758 29,038 12.20 38,354
a. 40千DM未満
1986/87 29.2 23.87 1.39 1.32 0.07 951 22,703 17,136 7.20 23,059
90/91 28.2 24.91 1.33 1.28 0.05 1,041 25,947 20,302 8.53 25,818
94/95 27.1 29.88 1.29 1.24 0.05 659 19,687 15,895 6.68 19,960
b. 40–60千DM
1986/87 50.2 34.28 1.59 1.46 0.13 1,035 35,499 24,337 10.23 36,042
90/91 49.8 33.45 1.45 1.32 0.13 1,201 40,168 30,318 12.74 40,826
94/95 50.2 38.37 1.46 1.36 0.10 952 36,512 26,896 11.30 37,213
c. 60千DM以上
1986/87 93.3 56.18 2.02 1.47 0.55 1,142 64,160 43,786 18.40 65,341
90/91 100.6 57.77 1.88 1.44 0.44 1,280 73,945 51,487 21.63 75,572
94/95 106.5 65.82 1.82 1.41 0.41 1,022 67,289 47,573 19.99 69,088
d. 専業経営平均
1986/87 58.8 38.73 1.68 1.41 0.27 1,075 41,260 29,480 12.39 42,336
90/91 64.9 41.28 1.60 1.36 0.24 1,217 50,255 37,002 15.55 51,075
94/95 75.4 51.31 1.62 1.36 0.26 960 49,236 36,215 15.22 50,434
※注と出所は，表 4 の注と出所に含めた．
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表 3　ニーダーザクセン州の農用地規模別主業経営の指標
標準経営
所得規模
　　　　　　経済年度
標準経
営所得
千DM/
経営
農用地
ha/
経営
借地
ha/
経営
労働力
AK/
経営
自家
労働力
FAK/
経営
雇用
労働力
AK/
経営
利益/
ha LF
DM
利益/
経営
DM
利益/
FAK
DM
FAKの
利益/
時間
DM
I. 20ha未満
1984/85 30.0 16.50 5.88 1.29 1.22 0.07 1,437 23,711 19,381 8.14
90/91 32.2 15.85 6.32 1.23 1.18 0.05 1,840 29,164 24,641 10.35
94/95 37.7 15.27 7.44 1.13 1.09 0.04 1,263 19,286 17,752 7.46
II. 20–30ha
1984/85 49.0 25.89 10.03 1.51 1.43 0.08 1,353 35,029 24,501 10.29
90/91 53.6 25.63 13.27 1.35 1.31 0.04 1,580 40,495 30,822 12.95
94/95 57.4 25.47 13.13 1.35 1.28 0.07 1,136 28,934 22,687 9.53
III. 30–50ha
1984/85 70.9 39.02 17.99 1.59 1.43 0.16 1,156 45,107 31,519 13.24
90/91 74.7 38.73 20.07 1.47 1.37 0.10 1,332 51,588 37,612 15.80
94/95 76.8 39.58 22.02 1.44 1.37 0.07 1,084 42,905 31,342 13.17
IV. 50–100ha
1984/85 107.7 65.39 28.48 1.91 1.42 0.49 1,014 66,305 46,535 19.55
90/91 108.2 66.54 33.61 1.70 1.40 0.30 1,130 75,190 53,721 22.57
94/95 102.2 68.84 37.71 1.57 1.36 0.21 873 60,097 44,107 18.53
V. 100ha以上
1984/85 193.4 132.84 50.95 3.07 1.23 1.84 774 102,818 84,196 35.38
90/91 158.3 133.30 68.64 2.59 1.36 1.23 904 120,503 88,411 37.15
94/95 143.7 127.58 74.27 2.06 1.39 0.67 804 102,574 73,583 30.92
VI. 主業経営平均
1984/85 78.9 45.86 19.82 1.70 1.41 0.29 1,088 49,896 35,401 14.87
90/91 83.3 48.57 24.72 1.56 1.36 0.20 1,220 59,255 43,619 18.33
  94/95 86.2 53.47 29.54 1.50 1.34 0.16 941 50,315 37,545 15.78
※注と出所は，表 4 の注と出所に含めた．
表 2　ニーダーザクセン州ハノーファー農業会議所管轄地域の農用地規模別主業経営の指標
農用地規模
　　　　　　経済年度
標準経
営所得
千DM/
経営
農用地
ha/
経営
借地
ha/
経営
労働力
AK/
経営
自家
労働力
FAK/
経営
雇用
労働力
AK/
経営
利益/
ha LF
DM
利益/
経営
DM
利益/
FAK
DM
FAKの
利益/
時間
DM
I. 20ha未満
1979/80 26.7 16.31 5.23 1.23 1.18 0.05 1,326 21,627 18,338 7.71
83/84 25.8 16.16 5.32 1.28 1.20 0.08 860 13,898 11,541 4.85
II. 20–30ha
1979/80 42.5 25.54 8.47 1.52 1.44 0.08 1,217 31,082 21,598 9.07
83/84 43.4 26.17 9.68 1.52 1.47 0.05 958 25,071 17,097 7.18
III. 30–50ha
1979/80 60.8 39.16 14.46 1.62 1.48 0.14 950 37,202 25,112 10.55
83/84 61.8 39.25 16.22 1.60 1.46 0.14 1,017 39,917 27,329 11.48
IV. 50–100ha
1979/80 95.8 66.73 22.06 2.14 1.50 0.64 808 53,918 35,987 15.12
83/84 95.2 66.34 25.26 1.96 1.42 0.54 925 61,365 43,112 18.11
V. 100ha以上
1979/80 172.8 129.34 33.22 3.47 1.12 2.35 601 77,733 69,303 29.12
83/84 170.3 131.73 47.38 3.18 1.20 1.98 912 120,138 99,760 41.92
VI. 主業経営平均
1979/80 72.4 48.72 16.29 1.85 1.45 0.40 875 42,630 29,434 12.37
83/84 75.4 51.08 19.69 1.79 1.42 0.37 952 48,628 34,162 14.35
※注と出所は，表 4 の注と出所に含めた．
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位）当たり利益（企業収益－企業費用（地代・利子受
払を考慮）で算出され，農業経営から獲得できる税引
前所得）や稼得所得（利益＋自営・被用者兼業所得）
／世帯は，STBE が小規模なA，a層や中規模なB，b
層，大規模なC，c層とも，経営規模によって多少異
なるが，80年代にはさほど増加せず，停滞的であった．
各層とも，80年代末には利益／ haや利益／ FAK等
の経営指標は良好であったが，89/90～94/95年度には
86/87年度に近い水準まで悪化した．
STBEが大規模な層ほど利益／ FAK等の経営指標
は良好であった．大規模層ほどAK当たり農地装備や
家畜装備，FAK当たり農地装備が大きかった．大規
模層ほどAK当たり大きな農地を耕作し，多くの家畜
を飼養し，多くの利益を獲得していた．
他産業就業者の所得と比較すると，まず利益／時間
は，C，ｃ層以外の階層では支払労働時間当たり工業
労賃（男女）よりかなり小さく，実働時間当たり工業
労賃との格差は一層大きかった．利益／時間は実働時
間当たりを意味しているから，所得格差を分析する際
には実働時間当たり工業労賃との比較がより重要にな
る．
C，ｃ層でも，利益／時間と実働時間当たり工業労
賃との格差は存在した．ｃ層では，92/93～94/95年度
には時間当たりの所得格差が大きくなった．これは，
大規模専業ないし大規模小農の農業所得が他産業の所
得に追いつかなくなったことを意味している．利益／
FAKと工業労賃（男女）を比較しても，ほぼ同様であっ
た．
利益／経営は，STBEの小，中規模層では男子工業
労賃，職員給与を明らかに下回っていた．C層の利益
／経営は，男子工業労賃をかなり上回り，男子職員給
与とほぼ同程度であった．c層の利益／経営は，91/92
年度まで男子工業労賃をかなり上回っていたが，その
後94/95年度にかけて男子工業労賃と同程度になった．
次に，農用地規模別に主業経営をみよう（表 2 ～ 4
参照）．紙幅の都合のため表で示していない年度や指
標も含め，農用地規模別主業経営の経済状態は以下の
ようであった．ハノーファー農業会議所（農業会議所
は農業経営相談を主な任務とする）管轄地域では，
1979/80～84/85年度には経営当たり，FAK当たり利
益は，大規模層ほど大きかった．ヴェーザー・エムス
農業会議所管轄地域については（表で示していない），
主・副業を含めた農業経営についてしかわからないが，
同様であった．84/85年度以降のNI州の主業経営につ
いてみても，同様であった．
1979/80～94/95年度を通して農用地規模別に主業経
営をみても，AK当たり農地装備や家畜装備，FAK
当たり農地装備が大きな大規模層ほど，経営当たり，
FAK当たり利益は大きかった．Ⅲ層の利益／FAKは，
91/92年度までは自家労賃と同程度もしくはある程度
それ以上であったが，92/93年度以降それを下回った．
Ⅳ，Ⅴ層の利益／ FAKは自家労賃を上回っていたが，
表 4　ニーダーザクセン州の他産業の賃金，給与
経済年度 他産業賃金，給与 他産業賃金，給与 工業労賃
男女
DM ／支払
労働時間
工業労賃
男女
DM ／実働
時間
DM ／就業者 DM ／就業者
男女，年間 男子，年間
工業労賃 職員給与 工業労賃 職員給与
1979/80 30,308 36,321 31,929 41,773 12.74 15.01
83/84 36,017 42,646 37,683 50,061 15.70 18.76
84/85 37,779 44,126 39,429 51,730 16.17 19.31
85/86 39,523 45,753 40,755 53,714 16.68 20.42
86/87 40,572 47,721 41,999 55,682 17.24 20.96
90/91 47,544 56,467 48,527 65,626 20.20 24.90
94/95 54,304 66,510 57,654 76,222 26.00 30.60
注：LFは農用地．AKは労働力単位，FAKは自家労働力単位．1FAK＝1AK＝2,380時間．FAKの利益／時間は労働時
間当たりである．他産業賃金，給与（年間）は一時金を含む．他産業の賃金，給与は暦年の数値（たとえば，1994/95年
度の数値は94年の数値）．支払労働時間は有給休暇等を含む．
出所：BST （versch. Jgg.）, MB （versch. Jgg.）, STJBRD （versch. Jgg.）より作成．  
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自家労賃との差は94/95年度にかけて縮小した．利益
／時間が工業労賃／実働時間と同程度もしくはそれよ
りもある程度大きかったのがⅣ層，工業労賃／実働時
間よりかなり大きかったのがⅤ層であった．年間の利
益／ FAKを工業労賃と比較しても，同様であった．
利益／経営と男子工業労賃を比較すると，Ⅲ層の利
益／経営は男子工業労賃と同程度の年度が多かった
が，92/93年度以降それよりかなり小さくなった．Ⅳ
層の利益／経営は男子工業労賃をある程度上回ってい
たが，89/90年度以降それとの差が縮小し，同程度に
なった．Ⅴ層の利益／経営は男子工業労賃をかなり上
回っていたが，89/90年度以降それとの差が縮小した．
Ⅴ層では，借地の拡大と雇用労働力の減少が特徴的で
あった．89/90～94/95年度には，経営状態が比較的良
好であったⅣ，Ⅴ層も含め，利益／ FAKや利益／経
営等の指標は悪化した．
企業者利益（利益－自家労賃－自己資本利子（土地
資産控除後自己資本×3.5％）－所有地地代（土地資
産×3.5％））は，経済状態が最も良好であったⅤ層で
も，79/80～94/95年度には半分程度の年度でマイナス
であった．これは，Ⅴ層の利益が自家労賃を上回って
いても，自己資本利子または所有地地代を十分確保で
きなかったことを意味する．Ⅴ層の経済状態も，資本
家的観点からはさほど良好ではなかったのである．
補助金についてもみよう．専業経営平均では，補助
金／経営は，1986/87年度から94/95年度にかけて増加
し，利益の補助金依存度（利益に対する補助金の割合）
も86/87年度の33%から94/95年度の48％へ増加した．
補助金の種類別では，91/92年度までは売上税（付加
価値税）を通した所得補償（91/92年度，利益の 7 ％），
条件不利補償金（同 3 ％）が主な補助金であり，
93/94年度からは92年共通農政改革による価格補償金
が大きな割合を占めた．94/95年度には，価格補償金
（19％，利益に対する割合，以下同様），社会構造的所
得補償（ 6 ％），休耕奨励金（ 6 ％），家畜奨励金（ 6 ％），
軽油補助金等（ 5 ％），条件不利補償金（ 3 ％）が主
な補助金であった．
同年度の主業経営平均の補助金（92年共通農政改革
関連補償支払いと条件不利補償金，以下同様）をみる
と，NI州（HB州を含む）では粗放化（ 1 ％，利益に
対する割合，以下同様），条件不利補償金（ 3 ％）であっ
たのに対し，BY州では粗放化（ 5 ％），条件不利補
償金（ 4 ％），BW州では粗放化（20％），条件不利補
償金（ 7 ％）であった．これは，NI州の粗放化政策
の重点が有機農業経営の助成にあり，助成経営が少な
かったのに対し，BY州，BW州では農業環境政策に
よる補助金の一部の支給要件が緩やかであり，農業環
境政策の助成経営数が多かったためである．
同年度のNI州（HB州を含む）の農用地規模別補助
金（主業経営）をみると（小規模層30ha未満，中規
模層30–50ha，大規模層50ha以上），市場作物作経営（経
営の標準粗利益に占める穀物，甜菜等の市場作物から
の粗利益の割合が50％以上の経営）では，大規模層ほ
ど補助金／経営は大きかったが，利益に対する補助金
の割合は小規模層（53％），大規模層（54％）よりも
中規模層（60％）の方が大きかった．飼料作経営では，
大規模層ほど補助金／経営が大きかっただけでなく，
利益に対する補助金の割合も小規模層（36％），中規
模層（30％）よりも大規模層（43％）の方が大きかっ
た．前述したように，NI州州政府が条件不利補償金
の最高支給限度額／経営を削減したため，条件不利地
域の経営が多かった飼料作経営では，大規模層でも利
益に対する条件不利補償金の割合は小さかった（ 5 ％）
（Land-Data 1996）．
4 ．むすび
EC/EU のドイツ農業に不利な農業通貨政策や，過
剰農産物に対して抑制的な農産物市場・価格政策，さ
らに92年共通農政改革による農産物価格支持水準の引
下げ等の下で，ニーダーザクセン州農業は厳しい状況
に置かれた．
同州の農業生産額は，1980年代には停滞的に推移し，
90年代前半には減少した．同州の農業経営は，各種補
助金を受給していた．条件不利補償金に関しては，
NI州政府が同補償金の最高支給限度額を削減し，同
補償金の所得支持機能を弱めた点が大きな特徴である．
同州政府は，農業環境政策では 83年から厩肥，鶏
糞投下を規制し，90年からは厩肥令によって規制を強
化した．また，86年からの休閑プログラムに続いて，
88年から休耕政策や粗放化政策を実施した．これらの
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措置によって，窒素投入超過量／ ha LFは85年を境
に減少した．農業による環境負荷が改善された点も大
きな特徴である．
専業，主業経営の経済状態は，補助金による所得支
持を受けていても，多くの階層ではかばかしくなかっ
た．標準経営所得規模別に専業経営をみると，小，中
規模層での利益／経営は他産業の男子工業労賃や職員
給与を下回っていた．大規模層の利益／経営は91/92
年度まで男子工業労賃をかなり上回り，男子職員給与
とほぼ同程度であったが，その後減少し，94/95年度
にかけて男子工業労賃と同程度になった．
農用地規模別に主業経営をみると，30ha未満各層
の利益／経営は自家労賃さえ確保できなかった．30–
50ha層でも，利益／経営は92/93年度から自家労賃を
下回った．50–100ha層の利益／経営は，90年代には
男子工業労賃と同等になった．100ha以上層でも，
79/80～94/95年度の半分の年度で企業者利益はマイナ
スであり，さほど良好な経済状態ではなかったのであ
る．
農業補助金では，主業経営平均でみた場合，まず，
同州の粗放化補助金の利益に対する割合がBW州や
BY州よりも小さかった点が特徴である．これは，
BW州やBY州の州政府が助成基準の緩い農業環境プ
ログラムを実施し，多くの経営を助成したことによる．
また，NI州の大規模飼料作経営の条件不利補償金
がBW州やBY州よりも少なかった点も特徴である．
これは，条件が過酷な山岳地域を抱えていたBY州や
BW州では，州政府が条件不利補償金による大規模層
の所得支持を強力に展開したのに対し，山岳地域のな
いNI州では，州政府が条件不利補償金による所得支
持を弱め，農民層分解を促進しようとしたためである．
注
1 ）本稿で用いた資料の一部は，連邦環境省（通称），連
邦農業省（通称），ニーダーザクセン州農業省（通称），
ハノーファー農業会議所，ヴェーザー・エムス農業
会議所から提供を受けた．記して，厚くお礼申し上
げる． 
2 ）NI州の農業生産額（付加価値税を除く）指数（1980
年=100）は，81～89年には96～118であり，停滞的で
あった．付加価値税を含む農業生産額は，89～94年
に 1 割強減少した．小麦生産額は89～94年に35％減
少し，甜菜生産額は17％減少した．同期間に，生乳
生産額は23％，牛（子牛を含む）生産額は20％，豚
生産額は21％それぞれ減少した（NLZ versch. Jgg.）．
3 ）NI州では，87年には基幹作物別分類による飼料作経
営が条件不利地域の農業経営の60％を占め，また飼
料作経営の72％が条件不利地域にあった（AZA Jg. 
1991: 79より算出）．そこで，条件不利地域の経営が
多い飼料作経営（主業経営）をみると（HB州を含む），
94/95年度には条件不利補償金／経営と補償金の利益
に対する割合（括弧内の数値，％）は，30ha未満層
では558DM（ 2 ％），30–50ha層では1,730DM（ 4 ％），
50ha以上層では3,157DM（ 5 ％）であった．BY州の
同年度における50ha以上の飼料作（主業）経営では
6,178DM（10％）であった．同様にBW州では，7,335DM
（13％）であった（Land-Data 1996より算出）．
4 ）NI州の休耕面積は，1988/89～90/91年度の88.2千ha
（90年の耕地の5.2％）から，94年の222.4千ha（94年
の耕地の12.5％）へ増加した（MB 1991: 146, AZA 
Jg. 1991: 94, Jg. 1995: 92, STMB Jg. 1995: 537）．
5 ）NI州の窒素投入超過量／ ha LFは，1950年の36.6kg
から80年の130.7kg（50年の3.6倍）へ増加した．その
後1985年125.4kg，90年127.3kgと80年水準よりも少な
く推移し，95年の110.1kgへ減少した．別の統計でも，
90年の124kgから95年の106kgへ減少した（Bundes-
regierung 2000: 21, BMU und BMELV Hg. 2008: 29）．
6 ）付加価値税（売上税）を含まない価格指数をみると，
1979/80～94/95年度には農産物価格指数（総合）（1980 
年=100）は，79/80年度の100から82/83年度の109へ
増加した後85/86年度の101へ減少し，その後86/87～
94/95年度には89/90年度102を例外として，86～98で
あった．他方，農業経営手段価格指数（総合）（1980
＝100）は，79/80年度の98に対して，その後94/95年
度まで110～116の年度が多かった．付加価値税（売
上税）を含む価格指数でみても，多少の違いはあるが，
農産物価格指数（総合）と農業経営手段価格指数（総
合）の動きは，ほぼ同様であった．STJELF（versch. 
Jgg.），STMB （versch. Jgg.）から作成したデータに
よる．農業経営の付加価値税については，Köhne und 
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Wesche （1995: 170-80）を参照．ドイツの付加価値税
については，中村 （1973）を参照．
7 ）BSB （versch.  Jgg.）,  SDB （versch.  Jgg.）, BMELF 
（1993）, AEPI Hg. （1994）から作成したデータによる．
8 ）BST （versch.  Jgg.）, B-Statistik （versch.  Jgg.）, MB 
（versch. Jgg.）, STJBRD （versch. Jgg.） より作成した
データによる．94/95年度までの連邦農業省の簿記記
帳結果における専業，主業等の基準や，ハノーファー
農業会議所，ヴェーザー・エムス農業会議所の簿記
記帳結果の主業，副業の基準，さらに95年までの連
邦統計局の専業等の基準を考慮して，専業，主業経
営等について簡潔に定義すれば，以下の通り．経営
主夫婦の所得（稼得所得ないし総所得）の半分以上
が農業所得（利益）であれば主業経営，主業のうち
農業所得が経営主夫婦の所得の全てまたは大部分で
あれば専業，そうでない場合には 1 兼である．2 兼（副
業）は，農業所得が経営主夫婦の所得の半分未満の
経営である．
　　　農業簿記記帳統計の経営規模区分についていえば，
連邦農業省の簿記記帳結果は，州に関しては基本的
にはSTBE規模別であるが，経営規模の区分が大ざっ
ぱであり，STBEが大規模で農用地も大規模な層の経
営状態がよく分からない．また，近年ではSTBE規
模別が採用されておらず，STBE規模別簿記記帳結果
は近年も含む長期的な分析には使えない．他方，州
農業省や農業会議所（ 1 つの州に 2 つの農業会議所
があった場合もある）等の州レベルの組織による簿
記記帳結果では，経営規模区分の基準は基本的には
農用地であり，農用地規模別簿記記帳結果は長期的
分析にも使える．
　　　尚，ドイツの農業簿記記帳統計は，作成ないし発
行主体によって3つに大別される．まず，連邦農業省
の簿記記帳結果がある．次に，州農業省や農業会議
所等の州レベルの組織による簿記記帳結果がある．
さらに，ドイツ農民連盟やLand-Data社の簿記記帳結
果がある．
9 ）1AKは1フルタイム労働力とみなされる．本稿が対象
とする時期の簿記記帳結果では，1AKは2,380時間で
ある．小農等についての定義は以下の通り．「小農は
専業ないし主業のうちで自家労働力だけ，またはそ
れとともに臨時雇を用いる農民（ないし経営），中農
は常雇を 1 ～ 4 人（または雇用労働力を1～4AK）用
いる農民（経営），大農は常雇を 5 ～19人（雇用労働
力を5～19AK）用いる農民（経営），大規模雇用経営
は常雇を20人以上（雇用労働力を20AK以上）用いる
経営である」（葛生 2016: 152）．小農の基本的概念と
しては，エンゲルス （1894=1973: 156），大内 （1978: 
150-3）を参照．大型小農化傾向については，大内 （1969: 
第6章, 1978: 470-5）を参照．
10）法人経営や副業経営も含むデータであるが，79年に
はⅤ層の経営の85％が常雇を用いる経営であった．
Ⅴ層の経営の大部分は，主業経営であったとみてよ
い．常雇を用いる経営当たりの常雇は3.5人であった．
常雇を用いる経営の大部分は中農であったといえる
から，煩を避けてこの層の常雇を用いる経営を中農
と呼ぶことにする．95年にはこの層の中農は41％に
なり，59％は常雇を用いない経営，つまり小農になっ
た（AK versch. Jgg.）．
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